
【第４９条（避難器具に関する基準）】

（避難器具に関する基準） 

第４９条 令別表第１（１）項から（４）項まで及び（７）項から（１６）項までに掲げる防火対

象物の６階以上の階で、収容人員が３０人以上のものには、避難器具を設けなければならない。 

２ 前項の規定により設ける避難器具は、次の各号に掲げる区分に従い、令第２５条第１項及び第

２項並びに規則第２６条及び第２７条の規定の例により設置し、維持しなければならない。 

（１）令別表第１（１３）項及び（１４）項に掲げる防火対象物にあつては、これらの防火対象物

が令第２５条第１項第３号に規定する防火対象物に該当するものとして、同号を適用するとし

た場合に、同号の防火対象物に適応するものとされる避難器具 

（２）前号に掲げる防火対象物以外の防火対象物にあつては、これらの防火対象物が令第２５条第

１項各号の区分により当該用途に該当するものとして、当該各号を適用するとした場合に、当

該各号に適応するものとされる避難器具 

※ 改正経過：制定〔昭和２３年條例第８１號〕、廃止・制定〔昭和２６年条例第４８号〕、全部改正〔昭

和３７年条例第３１号〕、全部改正〔昭和４８年条例第３４号〕、一部改正〔昭和５５年条例第３９

号〕 

【趣旨】 

 本条は、政令第２５条第１項の適用を受けない防火対象物の階において、収容人員が３０人以上と

なる６階以上の階に避難器具を設置する際の基準について、必要な付加基準を定めたものである。 

【解説】 

１ 避難器具は、火災時に防火対象物の避難階以外の階にいる者が階段を利用して避難できなくなり、

逃げ遅れたときに使用して避難するものである。避難器具の種別は、避難はしご、緩降機、救助袋、

滑り台、滑り棒、避難ロープ、避難橋、避難用タラップがある。避難器具の設置及び維持に関する

全国的な技術上の基準については、政令第２５条、省令第２７条等のとおりである。 

２ 札幌市では、このほかに、政令別表第１（１）項から（４）項まで及び（７）項から（１６）項

までに掲げる防火対象物の６階以上の階で、収容人員が３０人以上のものには、避難器具を設けな

ければならないこととしている。また、第２項では、本条例により避難器具の設置が義務付けられ

る防火対象物について、避難器具の種類（避難はしご、緩降機、救助袋、滑り台、滑り棒、避難ロ

ープ、避難橋、避難用タラップ）の選択について定めたものである。 

３ 札幌市における避難器具の設置及び維持に係る技術上の審査基準については、札幌市公式ホーム

ページに掲載されている「建築確認同意・消防用設備等設置規制事務審査基準」の避難器具の項を

参照すること。 
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